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がん患者に対する看護職者の治療と就労の両立支援内容と困難感： 
文献レビュー

小山珠美1）、山口拓允2）、金丸由美子3）、松成裕子4）

要旨　　本研究の目的は、「がん患者の治療と就労の両立」に対する支援の実践内容、ならびに困難であった
両立支援の内容を、これまでに発行された文献をレビューしたうえで抽出し、今後のがん患者の治療と就労の
両立における支援の一助とすることであった。検索源は、医学中央雑誌 Web 版 Ver. 5において、キーワードを

「がん」「治療」「就労」とした。これらの、文献検索の結果に対し、さらに原著論文と看護論文を条件に加えた。
病院の看護職・企業の看護職において共通していた両立支援の実践内容は【情報提供】【相談対応】であり、
困難であった実践内容で共通していた項目は【連携不足】【情報不足】【プライバシーへの配慮】【経済的問題
への介入】【疾患・治療の見通しの不確かさ】が挙げられていた。がん患者の両立支援において、看護職は、
他機関との連携の下で患者の意向を汲み取りアドボケートする役割があると考えられる。

キーワード：がん患者、両立支援、看護職、治療、就労

緒言
我が国におけるがんの罹患率は、2021年現在で男性

65.5％、女性50.2％であり、性別にかかわらず２人に１
人ががんに罹患することが明らかにされている1）。また、
生産年齢人口におけるがん罹患者数も年々増加してきて
いることに起因し、仕事をしながらがん治療を行ってい
る患者も増加してきていることが、厚生労働省から報告
されている2）。そのため、がん患者が就労を継続しなが
ら治療を行うことができるよう、2012年６月に改訂され
た「がん対策推進基本計画」では、「取り組むべき重点
課題」の項目にがん患者の就労を含めた社会的な問題が
盛り込まれた3）。しかし、2014年、診断時点に就労して
いたがん患者の約30%（勤労者：34.7%、自営業者：
30.7%）が罹患後に離職していたことが報告されてお 
り4）、がん患者が就労を継続することは困難である可能
性が高い。

がん患者の就労状況に関する文献レビューでは、就労

継続を左右する要因として、身体調整、情報獲得、就労
への価値、支援体制、職場の配慮、経済状況が関連して
いると報告しており5）、さらにがんと就労に関する職場
の現状に関する報告では、治療と就業の決定要因として
個人要因、疾患要因、環境要因、医療機関要因、社会要
因が挙げられており6）、個人の生活に根差した課題解決
が必要である可能性が高いと考えられる。これらのよう
にがんと就労に関する論文はこれまでいくつか挙げられ
ており、そのどれもが支援体制の重要性にも言及してい
る。特に、医療機関要因や環境要因・社会的要因として
の就労場所における要因においては、看護職が携わるこ
とが可能であり、この両者の両立支援の現状や課題を明
らかにすることで、がん患者のよりよい両立支援の方向
性を検討することができる可能性が考えられる。また、
がん患者の就労支援に関するレビュー論文はこれまでほ
とんど報告されておらず、病院側の両立支援と企業側の
両立支援で実践されている支援内容をレビューされた論
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文はこれまで報告されていない。社会的現状を鑑みた上
で、今後のがん治療と就労の両立を継続していくための
支援の方針を明らかにすることは極めて重要であると考
える。

そこで、本研究では、「がん患者の治療と就労の両立」
に対する支援の実践内容、ならびに困難であった両立支
援の内容を病院の看護職と企業の看護職の両側から、こ
れまでに発行された文献をレビューしたうえで抽出した
うえで、その支援内容を分類し、カテゴリー化すること
で、がん患者の治療と就労の両立における効果的な支援
を明らかにし、今後の支援のための一助とすることを目
的とした。

研究方法
１．用語の定義
「就労」とは、収入を伴う仕事に従事していること7）

とし、「就労支援」とは、復職支援・就労継続のほか、
新規就労の支援を含むものとしている。これは、2014年
２月、厚生労働省は、同省健康局に ｢がん患者・経験者
の就労支援のあり方に関する検討会｣（以下、｢検討会｣
という。）を設置し、省内関係部局の協力のもと、がん
患者・経験者の就労支援のあり方についての検討に着手
した、検討会での定義8）である。
「両立支援」とは、治療が必要な疾病を抱える労働者

が、業務によって疾病を増悪させることなどがないよ
う、事業場において適切な就業上の措置を行いつつ、治
療に対する配慮が行われるようにするため、関係者の役
割、事業場における環境整備、個別の労働者への支援を
行うこと9）とした。

２．文献検討の方法
1）研究デザイン

質的帰納的研究
2）研究対象

2015年から2020年までのがん患者の治療と就労の両立
のための支援に関する論文
3）調査方法
（1）今回は、日本国内におけるがん患者の治療と就労

の両立における支援に関する研究の現状を明らかに
することに主眼を置くことにし、「医学中央雑誌
Web 版（Ver.5）」（以下、医中誌とする）を選択した。

（2）「がん患者の治療と就労の両立のための支援」に
関する文献を、がん患者の就労支援に関して明言さ
れた「がん対策基本計画」改定後の就労支援に関す
る現況を明らかにするため、2015年１月から2020年
12月まで実施した。キーワードを「がん」「治療」「就
労」とした。

（3）さらに看護職による「がん患者の治療と就労の両
立のための支援」に関する文献を選択するため「原
著論文」「看護文献」に限定した。

4）分析方法
（1）医中誌の検索結果から研究者それぞれが文献タイ

トル・抄録を読んだうえで研究内容の判断を行い、
「がん患者の治療と就労の両立のための支援」に関
する文献のなかで、患者への就労と治療の両立支援
を行っている病院・企業における支援者を対象にし
た文献を選択した。

（2）研究者間で結果に相違があった場合は、協議を行
い、対象にするか検討をしたうえで、本文の解析を
行う文献を決定した。

（3）研究対象になった文献内容の精読を行い、分析対
象になった文献の中で、「両立支援の実践内容」「困
難であった両立支援の内容」に関する記述を抜き出
し、研究者間で協議したうえでコード化・カテゴ
リー化を行った。コードのカテゴリー化では、効果
的な支援、もしくは影響・効力の強い因子によって
分類し、その内容を包括する単語で命名した。

３．倫理上の配慮
参考、引用したデータの出典を明記することで、倫理

的配慮を行った。

結果
１．当該研究における該当文献

本研究は、2015年から2020年までのがん患者の両立支
援に関する原著論文かつ看護文献において、患者を支援
する立場にある企業や病院における看護職に関する文献
を対象にレビューを行った。対象期間において、病院に
おける支援者を対象にした文献は７本10–16）であり、企業
における支援者を対象にした文献は３本17–19）であった。
本稿においては、カテゴリーを【　】で提示する。

２．病院の看護職における両立支援の実践内容
この項目に関する記載において抽出されたカテゴリー

は【情報提供】【相談対応】であった（表１）。

３．病院の看護職における困難であった両立支援の内容
この項目に関する記載において抽出されたカテゴリー

は、【連携不足】【看護への展開困難】【相談対応】【社会
や勤務先の理解不足】【疾患・治療の見通しの不確かさ】

【経済的問題への介入】【情報不足】【プライバシーへの
配慮】がカテゴリーとして抽出された（表２）。
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表１　病院の看護職における両立支援の実践内容

カテゴリー コード
情報提供 就労を意識した情報提供

病院組織での就労支援の広報活動
社会保障制度などに関する相談と相談先の情報提供

　 治療による副作用の労働への影響についての情報提供と助言
相談対応 相談された内容についての個別対応

オリエンテーションを利用した就労継続への助言
治療と仕事の両立に関する判断への支援
復職時期への助言
治療中の勤務に関する助言

　 患者の仕事に対する思いへの支援

表２　病院の看護職における困難だった両立支援の内容

カテゴリー コード
連携不足 病院における多職種間の連携不足

産業保健との連携不足
地域保健との連携不足
企業側の復職システムとのすり合わせの必要性
連携・紹介
就労先との情報共有
就労先との就労可否の判断の調整
病院側と就労先が情報共有できず連携できない
院内の就労相談に対する理解・連携が図れていない
行政や関連機関の活動・連携が進んでいない　
医療知識が乏しい企業やハローワーク関係者との連携が難しい
患者と就労先の意向を調整する場・支援体制が整っていない
看護師の立ち位置で企業との直接的なやり取りが難しい
就労先と患者・家族の希望との乖離
就労支援について看護師が相談できる窓口がない
仕事の状況・内容によって対応が困難
病院の体制や対応が整っていない
主治医によって就労に対する考え方・見通しの説明が異なる

看護への展開困難 就労支援のニーズに気づくが、支援に至らない
退院後の就労を見据えた支援ができない
看護師の自己研鑽・学習不足
時間が取れない
看護に結び付けられない
何をしたらいいかわからない
余裕がない
看護師はできない
看護師による就労支援の仕組みづくりの必要性

　 役割の範囲を超えている
相談対応 アドバイス

患者ニーズを把握することが難しくなっている
就労支援窓口の存在・活動内容の認知度が低く就労ニーズを拾えていない
セルフケア支援
就労意欲、病状、就労状況など多種多様で個別性の高い対応が求められる
がん患者が相談しやすい職場風土の醸成と整備を進める

　 傾聴
社会や勤務先の理解不足 がん患者が働くことに対する社会の理解が不足している
　 就労先のがん就労支援に対する理解不足
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４．企業の看護職における両立支援の実践内容
この項目に関する記載において抽出されたカテゴリー

は、【相談対応】【連携・調整】【環境改善】【情報提供】【プ
ライバシーへの配慮】であった（表３）。

５．企業の看護職における困難であった両立支援の内容
この項目に関する記載において抽出されたカテゴリー

は、【疾患・治療の見通しの不確かさ】【人事への介入】
【連携不足】【役割理解】【情報不足】【プライバシーへの
配慮】【経済的問題への介入】であった（表４）。

考察
本研究において、2015年から2020年の間で出版された

がん患者の就労と治療の両立支援に関する原著論文かつ
看護文献をレビューし、両立支援として実施された内容
と、困難であった両立支援の内容に関する内容を抽出
し、カテゴライズした研究を行った。

１．病院の看護職と企業の看護職における両立支援の実
践内容の一致性
病院側、企業側の看護職が実践した両立支援は【情報

提供】【相談対応】の２点において共通していた。がん
患者の就労支援において、情報提供は重要な観点として
報告されており、今後利用できるサービスや支援冊子・
パンフレットを提供することで、患者自身の治療や症状
について理解していくことができる可能性が高い20）。ま
た、相談対応を実践していきながら患者が気軽に質問で
きるような良好な関係を築くこと、医療従事者としての
基本的な対応を行うことも重要な就労支援として挙げら
れており20）、がん患者にとっての両立支援において重要
であると考えられる。これら２点の実践は、患者が治療
を理由に退職することなく就労を継続するために重要な
両立支援の両輪である可能性が高いと考える。

２．病院の看護職と企業の看護職における両立支援の実
践内容の相違性
企業の看護職における実践で特異的なものは、【連携・

調整】【環境改善】【プライバシーへの配慮】であった。
企業においては、がん患者が治療を継続しながら働くこ
とができるように、休職や休暇の制度の利用、在宅勤務
の制度等が必要になり、制度がない場合は人事担当部署
との連携のもとで制度導入等を実施する必要がある21）。
そのため、患者の疾病状況や疾病の特徴等を知る看護職
は、患者の代弁者として他の部署との連携をとり、さら
にはがん患者が働きやすい環境に改善するために実践し
ていく必要があると考える。また、がん患者であること
等、患者のプライバシーに関する内容を他社員が知り得
る可能性が高いため、企業の看護職は、病院の看護職と
比較して患者のプライバシーの保護に係る実践を行って
きたものと考える。

３．病院の看護職と企業の看護職における両立支援の困
難感の一致性
病院の看護職と企業の看護職における両立支援の困難

感において、【連携不足】【情報不足】【プライバシーへ
の配慮】【経済的問題への介入】【疾患・治療の見通しの
不確かさ】が共通していた。【連携不足】に関しては、
院内での連携不足だけではなく、産業保健や地域保健と
の連携の不足が病院側の看護職から挙げられ、企業側か
らは、医療との連携や産業医との連携の不足が挙げられ
ていた。産業医を対象にした調査において、がん患者の
一部の情報を患者の許可を取ったうえで共有すること
が、職場やがん患者の不安軽減に役立っていることが報
告されており22）、病院側と企業側での連携の重要性が挙
げられている。しかし、現状看護職においては企業側と
病院側の連携が不足していることが挙げられ、それに伴
い両立支援が困難になっていることが明らかになった。
そのため、企業側は看護職と産業医、病院側は治療医と
看護職の間で連携を強化し、患者にとって最良の支援を
行うことが重要であると考える。また、【情報不足】に

疾患・治療の見通しの不
確かさ　

病状が変化・進行する時々に応じて就労可否の判断・支援が求められる
治療の見通しが不確かで先を予測した支援の判断が難しい

経済的問題への介入 治療に伴う経済的負担の増加に比べて社会的支援が不十分
　 経済的な問題への解決
情報不足 情報収集

病棟看護師が就労の情報を知らない　
相談窓口の周知が行き届きにくい
情報がない・制度を知らない

　 相談・連携先がわからない
プライバシーへの配慮 疾患の特性から患者が公表しにくい
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関しては、本調査の結果から看護職は福祉サービスに関
する知識が不足している可能性が示唆された。そのため
看護職は、福祉職との連携のもとで患者の代弁者として
の役割を担う必要があると考える。また、【プライバシー

への配慮】に関しては、「本人に聞きづらい」「疾患の特
性から患者が公表しにくい」ということが本研究の対象
文献において明らかにされている。企業側の看護職にお
いては、実践内容にも【プライバシーへの配慮】が挙げ

表３　企業の看護職における両立支援の実践内容

カテゴリー コード
相談対応 従業員からの相談対応

休職や復職にあたっての面談
人事や上司への調整・助言
支援対象者の思いやニーズの汲み取り

　 復職後の定期的な支援
連携・調整 医療機関との連携
　 車内で勤務時間や仕事量等を調整してもらえるよう代弁する
環境改善 一次予防や環境改善の取組みを含めた支援

他者に病気と気づかせない勤務時間の調整
がんの治療に必要な休暇の調整
体調に応じた配置転換
休暇制度の活用

　 現在のがん治療に合わせた休暇制度の見直し
情報提供 限定した情報の開示
プライバシーへの配慮 同僚に病気を知られないための配慮

表４　企業の看護職における困難だった両立支援の内容
カテゴリー コード

疾患・治療の見通しの不
確かさ　

病気や治療の見通しが分からないこと
症状の悪化や再発予防の対策が分からない

人事への介入 代替要員の確保が難しい
就業制限の必要性や機関の判断が難しい
復職許可の判断が難しい
診断書の内容が人事担当者に理解できていない
健康は後回しという考えの経営者が少なくない
両立支援のための休暇制度や勤務制度自体が整備されていない職場が多い
後輩の育成・指導への苦悩
症状や治療に合わせた部署移動・配置調整が難しい

　 復職後の適切な配置の判断が難しい
連携不足 専門職と連携できていない

専門職の活用方法が分かっていない
医療との連携方法が分かっていない
主治医と産業医の連携がないことへの苦悩
安心して働ける職場づくりを支援するには単発的なかかわりでは限界があ
り包括的な活動が必要

　 産業医や産業保健師との連携の現状
役割理解 産業保健師の役割が理解されていない職場があること
　 産業保健師の役割が明確化されていない事業場では、関係者間の連携がう

まくいかず、支援対象者に不利益な状況になってしまうこと
情報不足 他企業からの両立支援状況が得られないことによる事業所における対応の

良否が判断できない
がん患者の復職に関する事例集が欲しい
情報が来ていない

　 情報が行き届いていない
プライバシーへの配慮 プライバシーの問題であるため本人に聞きづらい
経済的問題への介入 社会保険料の支払い負担が大きい
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られており、実践はしているものの患者の倫理上の問題
点の困難さを抱えている可能性が示唆された。【経済的
問題への介入】において、病院側では治療費に関するこ
と、企業側では社会保険料に関することで経済的問題に
関する対応の困難感を看護職は感じていた。がん治療に
係る年間の治療費は厚生労働省「医療給付実態調査」か
ら算出すると、平均で入院治療が75万円程度、通院で６
万円程度であるとされる24）。しかし、陽子線治療や重粒
子治療等、放射線治療は年間300万円程度かかるとされ、
かなりの費用が治療にはかかる25）。高額療養費制度の利
用26）等、様々な社会資源を活用しながら治療を継続する
ことができるような情報提供が求められる可能性が考え
られる。しかし前述の通り、看護職が経済的問題の緩和
に関する知識をあまり持っていないことが考えられるた
め、MSW 等福祉職との連携が重要であると考える。さ
らに、【疾患・治療の見通しの不確かさ】に関しては、
疾患の特徴から病院側、企業側の両者とも困難感を抱い
ていることが明らかにされているが、両立支援に関する
様々な情報を看護職が持っておくことや福祉職との協働
によって、患者に今後考えられる疾患・治療の見通しに
伴う選択肢を提示することができるものと考える。国立
がん研究センターが2017年に作成した、「がんになって
も安心して働ける職場づくりガイドブック」において
は、企業側の対応を詳細に示しており両立支援のプラン
の実施と見直しを行いながら社員の気持ちに寄り添い支
援を行うことが記載されている23）。企業側における対応
では、病院側からの患者の治療状況等の情報提供しても
らい、現在の患者の状況に合わせた両立支援のプランを
作成・見直しをしていくことが必要であると考えるとと
もに、病院側の看護職は、治療医との連携のもとで疾患
の状況や治療の見通し等の情報共有をしていく必要が考
えられる。

４．病院の看護職と企業の看護職における両立支援の困
難感の相違性
病院の看護職において特異的に挙げられていた両立支

援の困難感に関する項目は、【看護への展開困難】【相談
対応】【社会や勤務先の理解不足】であり、企業側の看
護職において特異的に挙げられていた両立支援の困難感
に関する項目は、【人事への介入】【役割理解】であった。
病院側においては、実践内容と重複する【相談対応】が
困難感に挙げられており、その理由として考えられるも
のが【看護への展開困難】である可能性が考えられる。
特に、看護職には就労支援に関する知識が十分にない可
能性が高く、看護職自身で実践することが難しいと考え
られる。しかし、看護実践上の倫理的概念として日本看
護協会が掲げるアドボカシーの役割27）としての実践が期

待され、患者の思いを多職種や他機関との連携のもとで
実践していく必要があると考える。また、【社会や勤務
先の理解不足】に関しては、企業側の看護職との連携の
もとで実践が必要であると考える。しかし、企業側の看
護職において、困難である実践に【人事への介入】【役
割理解】を挙げており、看護職が患者の人事に関するこ
とへ介入することは難しいと考えられる。さらに、企業
内での看護職の役割が理解されていないことにより、両
立支援への介入が難しいことも問題点として考えられ
る。これまで多くの企業が両立支援に向けて様々な取り
組みを実践してきている21）ため、先行事例から看護職が
どのように介入することができるか検討を進めていき、
患者の利益が最大になるような支援を実施することが必
要であると考える。

研究の限界
本研究は、医中誌 web のみを用いて文献検討を行っ

たため、欧文で書かれた文献を対象に入れていないこと
が本研究の限界と言える。

結論
病院側の看護職が実践した両立支援の内容は【情報提

供】【相談対応】であり、企業側の看護職が実践した両
立支援内容と重複していた。一方、企業側の看護職が特
異的に実践した両立支援内容は【連携・調整】【環境改
善】【プライバシーへの配慮】であった。また、病院側
の看護職が困難であった両立支援の内容は、【連携不足】

【看護への展開困難】【相談対応】【社会や勤務先の理解
不足】【疾患・治療の見通しの不確かさ】【経済的問題へ
の介入】【情報不足】【プライバシーへの配慮】であり、
企業側の看護職が困難であった両立支援内容は【疾患・
治療の見通しの不確かさ】【人事への介入】【連携不足】

【役割理解】【情報不足】【プライバシーへの配慮】【経済
的問題への介入】であり、病院側の看護職と企業側の看
護職において困難であった支援内容にも重複が見られ
た。特に、看護職においては、他機関との連携の下で患
者の意向を汲み取りアドボケートする役割があると考え
られる。
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Abstract
In Japan, the morbidity rate of cancer is 65.5% in male, 50.2% in female as of 2021. Regardless of gender, one half of 
Japanese is afflicted the cancers. Because the younger age (c.f. 15 years old – 60 years old) is afflicted the cancers, the pa-
tients who treat their cancer with working is increasing. On the basis of this background, we aimed to clarify the contents 
and difficulty of balance support between working and treatment. 
The research source was used in Ichu-Shi web ver.5. The research keywords were “Cancer”, “Treatment”, “Working”; and 
we added the condition as “Original Article” and “Nursing Article”. 
The common practices of balancing support among nurses in hospitals and nurses in companies were “provision of infor-
mation” and “consultation”. On the other hand, the common practices that were difficult were “lack of coordination”, “lack 
of information”, “consideration for privacy”, “intervention for economic problems” and “uncertainty of the outlook of 
disease and treatment. In balancing support for cancer patients, nurses are considered to have a role in understanding and 
advocating patients’ intentions in collaboration with other organizations and specialists. 

Keywords: Cancer Patients; Balancing Support; Nurses; Treatment; Employment




